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参考資料３





放送

１．「頼れる」サービスの確保

「放送」は、送受信の双方が簡素な構成で、かつ広範囲をカバーできるため、災害に強く、身近なメディアとして、国民・視聴者に長らく信頼されてきたが、
こうした公共的な役割は収益には必ずしも直結しないため、特に地方部において、その維持が困難になりつつある。

そこで、地域で「放送」が果たしてきた役割をあらためて認識し、ネットワークの柔軟な維持管理や、持続可能な地域社会への貢献を通じ、より密接
に地域で支え、地域の声に応えていく枠組みの構築が必要である。提案チームは、こうした問題意識に対し、以下の取組を行うことを提言する。

 放送ネットワークについて、複数の者の分担による整備・運用や、ブロードバンド網による代替等、柔軟な維持管理を可能とする仕組みを導入・促
進する。

 放送が地域で培ってきたノウハウや制作力を一層活用し、地方公共団体や地場産業等との連携や担い手の育成・発掘等、地域社会からの情報発
信の核となる取組を推進する。

２．「見たい」に応えるコンテンツ力の発揮

「放送」は、我が国の多種多様なコンテンツ作りを支え、視聴者の「見たい」に応え続けてきたが、インターネットの伸張に伴い、広告収入の減に伴う
制作費の減や、海外プラットフォーマーによるコンテンツへの巨額投資の波も迫る中、その地位を脅かされつつある。

また、スマートフォン等で「好きなときに」「好きな場所で」「嗜好にあった」コンテンツを視聴することが当たり前となり、これまでの「放送」の形態では視
聴者の「見たい」に応えられなくなっている。

そこで、これまで多種多様な放送事業者により培われてきたコンテンツ力を十分に発揮し、今の視聴者の「見たい」に応えられるよう、「放送」の枠に囚
われない視聴機会の拡大やコンテンツ制作、新たなビジネスモデルへのチャレンジを推進するべきである。提案チームは、こうした問題意識に対し、以
下の取組を行うことを提言する。

 ブロードバンド化・モバイル化により多様化・一般化した視聴手段（スマホ、タブレット、パソコン等）／視聴方法（同時・見逃し・ＶＯＤ等）の取り込み
を加速する。

 海外でのコンテンツ展開や動画配信プラットフォームの活用等、コンテンツ力で勝負する新たなビジネスモデルの開拓につながる取組を支援する。

○ 我が国のメディア・コンテンツをリードし、公共的な役割も担ってきた「放送」を取り巻く環境は、スマートフォン
の普及や動画配信プラットフォームの急進等により、急速に、不可逆に変化している。「放送」か「通信」かを意識
せず、「好きなときに」「好きな場所で」「嗜好にあった」ものを視聴することが当たり前となる中で、これまでの
「放送」の形態・ビジネスに囚われていては、国民・視聴者のニーズに応えられなくなることは明らかである。

○ 総務省においても、これまで制度の見直しや更なる技術開発等に取り組んでいるが、提案チームは、「放送」の「こ
れまで」・「今」・「未来」を見据え、①「頼れる」サービスの確保、②「見たい」に応えるコンテンツ力の発揮、
③テレビの枠を「切り拓く」挑戦、の３本柱の下、これらの実現に資する具体的な取組を進めることを提言する。



放送（続き）

３．テレビの枠を「切り拓く」挑戦

これまで、「放送」は４Ｋ・８Ｋといった映像面で技術革新をリードしてきたが、「放送」「通信」の両方で高画質のコンテンツを視聴できるようになり、
テレビ上においても、視聴者にその区別が意識されなくなりつつある。

他方、放送事業者にとって、「通信」の更なる活用を進めることは、「放送」で培ったノウハウや技術を活かし、マルチアングルやＡＲ・ＶＲ等の最
先端の映像や、番組を起点に「見たい」コンテンツ・情報・サービスを容易に引き出せる環境等、視聴者にテレビの枠を超えた可能性を示すチャン
スであるとも考えられる。

そこで、視聴者にとっての利便性を追求したサービスの進化・多角化を図り、これまでの概念を超えたテレビの姿を示すことが必要である。提案
チームは、こうした問題意識に対し、以下の取組を行うことを提言する。

 視聴データや視聴者反応に基づく、コンテンツのレコメンドや制作への反映等、「通信」を積極的に活用した「放送ＤＸ」を推進する。

 番組に紐付くメタ情報等、関連データの充実・活用によるサービス間の連携強化や、多種多様なコンテンツ・サービスの利用を容易とするＵＩの
進化等、テレビの「ポータル化」を推進する。

さいごに

「放送」に関する提言は、民間企業からの出向者を含む係員級から室長級まで、多様性のあるメンバーで構成されたチームが、オンラインも活用
しつつ、計５回の会合を通じて議論を重ね、作成されたものである。

その中で、メンバーの実感として共通していたのは、何らかの形で映像コンテンツは見ているものの、テレビの視聴が今のライフスタイルに合わ
なくなっていると感じている一方、ニュース・災害報道等については、その信頼感からテレビを見ることも多いということであった。

通信・放送の垣根がなくなっていく世界においても、これまで放送で培われてきたコンテンツの価値は、視聴者の期待に応える「強み」として引き
続き存在し続けるはずであり、その期待に更に応えていくためには、事業者と行政のそれぞれが、既存の枠に囚われることなく、時代の要請に応え
るための変革を追求していくべきである。議論を重ねる過程において、こうした各人の思いがあったことを付記し、本提言の結びとする。


